


9,一般会計0x 

平成２８年度当初予算主襲事業概襲 9,財財喆・x 
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 9,単位 百万円0x 

２８既内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要  

9,２７当初予算額0x  

ファシリティマネジメント推進  １４１  大阪府ファシリティマネジメント基 
事業費  本方針に基づき、今後３年間9,平成２８ 

9,０0x  年度0x平成３０年度0xで建物調査。診断 
等を行う。 

復活要求がない場合、金額欄は9,,00xで記載。 

9,特別会計0x 9,単位 百万円0x 

２８既内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

公 債 管 理 特 別 会 計  １, １６５, ８０８  府債の元利償還金等 

9,１, ２１１, ４６６0x  



平成２８年２月定例府壽義会提出予定議票9,予算票を除く0xの概襲

財 務 部

条 例 聚9,２件0x 

件 名  概 要  所管局課 

大阪府府税事務所  大販府宿泊税条例の制定に伴い、宿泊税に関する事務に  税 務 局 
等設置条例一部改  ついて、 大阪府なにわ北府税事務所の所管とする。  
正の件  

施行日81規則で定める日 ,0  

税 務 局 大阪府税条例一部  １ 行政不服審査法の改正により、規定の整備9,条項ずれ  
改正の件  是正等0xを行う。  

２ 地方税法の改正により、納税者がその財産につき災害  
を受けたときに、徴収金を一時に納付し、又は納入する  
ことができないと認められる場合の徴収の猶予の方法、  
申請手続等を定める。  

３ 法人府民税均等割に係る超過課税の適用期間の終期  
を平成２８年３月３１日までに開始する事業年度から  
平成３１年３月３１日までに開始する事業年度に延長  
する。  

４ 地方税法の改正9,平成２８年３月末公布予定0xに伴い、  
所要の改正を行う。  

施行日81平成２８年４月１日ほか  

※概要は財務部事項のみ記載



資料３ 

１ 改正の概襲

１ 地方税における猶予制度の見直しに伴う改正

猶予制度の見直しに伴い地方税法において各地方団体の条例で定めると規定され
た事項を定める。

２ 法人府民税均等割の超過課税延長に伴う改正
法人の府民税の均等割の税率の特例措置を３年間延長し、平成３１年３月３１日まで

の間に開始する事業年度とする。

３ 平成２８年度税制改正に伴う改正
9,１0x 法人事業税の外形標準課税の拡大等

資本金１億円超の普通法시こついて、所得割の税率を引き下げるとともに、外形標
準課税を現行の８分の３から８分の５に拡大。 9,3,0x内は標準税率

現行9,平成２７年度0x  平成２８年度以降  
参考81平成２７年度税改に 

おける、平成２８年度以降 

付加価値割  ０3,７５６0x 9,０3,７２0x0x  １3,２６0x 9,１3,２0x0x  １3,００８0x 9,０3,９６0x0x 
資本割  ０3,３１５0x 9,０3,３0x0x  ０3,５２５0x 9,０3,５0x0x  ０3,４２0x 9,０3,４0x0x 
所 得割 3,  ３3,４0x 9,３3,１0x0x  ０3,８８0x 9,０3,７0x0x  ２3,１４0x 9,１3,９0x0x 

【地方 法人特別税等if関する 暫  【６3,３０0x 9,６3,０0x0x】  【３3,７８0x9,３3,６0x0x】  【５3,０４0x 9,４3,８0x0x】 定措置法適用前の所得割税率】  

9,２0x 法人府民税法人税割の税率改正 3,
平成２９年４月１日以後に開始する事業年度から、地方法人税9,法시主民税の一部交

付税原資化0x の拡充に伴い、 法人府民税法人税割の税率を引き下げる。
現行81４3,２0x9,３3,２0x0x →平成２９年度81２0x9,１0x0x 9, 0x内は標準税率

9,３0x 地方法人特別税の廃止 3,
平成２９年４月１日以後に開始する事業年度から、 地方法人特別税を廃止し法人事業

税に復元することに伴い事業税所得割の税率を引き上げる。
9,４0x 車体課税の見直し

①平成２９年３月３１日をもって自動車取得税を廃止し、平成２９年４月１日より自動
車税に環境性能割を導入。

② 自動車税について、 燃費性能等が優れた自動車の税率を軽減し、 一定年数を経過し
た自動車の税率を重くする特例措置、 いわゆる 「グリーン化特例」 を、 軽減基準の
一部切り替え等を行った上で、 適用期限を１年間延長。

４ その他所要の規定整備

２ 施行期日

公布日
平成２８年４月１日
平成２９年４月１日

４
１、 ２、 ３9,１0x、 9,４0x②
３9,２0x、 9,３0x、 9,４0x①

,0３,0 



２月定例会提出予定壽義票9,債權放東0x 

所管部局  債権名  件数  金額9,円0x 
総務部  大阪府営枚方東牧野第３期高層住宅9,建て替え0x新  

築衛生設備工事 9,第２工区0x 契約の解除に伴う前払  １  １４１９０９ １ 

金返還に係る利息  

大阪府営泉佐野東羽倉崎第３期高層住宅 9,建て替え0x 新  
築設備工事実施設計業務の契約を締結しないことに係る  １  ５４,６００ 
違約金  

大阪府住吉警察署長居交番新築工事の契約の解除に  
伴う前払金返還に係る利息及び契約の解除に伴う違  １  １８５,２４５ 
約金  
大阪府泉佐野警察署泉佐野駅前交番新築工事の契約  
を締結しないことに係る違約金  １  ６１８,８７０ 

福祉部  大阪府低所得者子弟技能習得資金貸付金  ３８  １,０６０,４００ 

大阪府立身体障害者福祉センターに係る診察料  １  ４６４１０ ｌ 

大阪府立身体障害者福祉センターに係る診断書等  １  １１４００ ｌ 交付手数料  

高齢者住宅整備資金貸付金  １  ４９２４９０ １ 

大阪府婦人更生資金貸付金  ３５  １,７６２,０５５ 

大阪府母子父子寡婦福祉資金貸付金  ４  １０７,８９５ 

健康医療部  大阪府看護師等修学資金貸付金  １４  ２,８５２,０４１ 

大阪府立救命救急センターの診療料等,0  ４  ５９３２６４０ ｌ １ 

商工労働部  同和地区中小企業開業資金貸付金  ３１  ５７６５６８ １ 

中小企業設備近代化資金貸付金  ５  １０,１３３,４１５ 

中小企業高度化資金貸付金  １  ３１,５２３,６５２ 

環境農林水産部  同和地区農林漁業振興資金貸付金  ２  ２１９２１２ ｌ 

住宅まちづくり部  大阪府営住宅の家賃及び共益費  ３  ５５５,３４７ 

大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金  ３  ６５７８１６ １ 

大阪府営住宅の駐車場使用料   ２８  ６６８,１９０ 

教育委員会  大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程  ７５  ４８２７３００ １ １ 修学奨励費貸付金  

合 計   ２５０  ６２４２７４５５ ｌ ｌ 

※放棄債権には、上記金額に加え遅延損害金等が含まれる。

〔

 議案については、 所管部局から提出されます。

,0４,0 



Ｋ報告】9,知事決定分0x 

所管部局  債権名  件数  金額9,円0x 

福祉部  大阪府低所得者子弟技能習得資金貸付金  １０  ５６６００ １ 

大阪府障害者扶養共済制度掛金  ４３  １９８,３５０ 

健康医療部  大阪府看護師等修学資金貸付金   １５  ３８,３７６ 

住宅まち°二Ｓくり部  大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金  １  ３８００ １ 

大阪府営住宅の駐車場使用料  ７  ３７３３０ １ 

教育委員会  
大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程  ３  ２２０００ ｌ 

修学奨励費貸付金  

独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づく災  １００  １０７２８９ １ 害共済給付に係る共済掛金  

合 計   １７９  ４６３７４５ ｌ 

※放棄債権には、上記金額に加え遅延損害金等が含まれる。

0x 議案については、 所管部局から提出されます。 

,0５ ,0 



国歳入見通し

０府税収入
〔府税収入9,実収ペース0x 

０交付税等

Ｈ２８3,１3,２９財政課

9,単位81億円0x 

当初予算9,Ａ0x 最終見込み9,Ｂ0x 増減9,Ｂ,0Ａ0x 

３２ｆ８９０ ３２f３８０ Ａ５１０ 

１３ ９６０ｌ

１１５３０ｌ

４６１０１ 

１４ ０００ｌ

１１５８０１

４ ６９０ｌ 

十４０
十５０ 〕

十８０ 

【収支改善額】

I
a
〇
 

9,単位81億円0x 

※財源対策含まない

一６,0 





平成２８年度当初予算主要事業概襲・9,監査委員事務局0x 

9,一般会計0x 

ｔ
段平成２８年度財務部長内示額１

中段平成２８年度知事復活要求額」
下段平成２７年度当初予算額⊠

9,単位 百万円0x 

事業名  
２８既内示額  
２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

監査等業務委託事業費  ５３  監査法人等に新公会計に係る監査や 
決算審査、財政健全化判断比率等の審 

9,９２0x  査、財政的援助団体等の監査など、公認 
会計士の専門性を活かせる分野を中心 
に、業務を委託する。 

委託先81公募型プロポーザル方式によ 
り委託事業者を選定予定 

包括外部監査運営費  １５  地方自治法第２５２条の３６に基づ 
き、 包括外部監査契約を締結する。 

9,１５0x  

復活要求がない場合、金額欄は9,,00xで記載。 

平成２８年２月定例府議会提出予定議案9,予算案を除く0xの概要

事件議決案9,１件0x 

件 名  概 要  所管局課 

包括外部監査契約  
平成２８年度に係る包括外部監査契約を締結するため、地方自  

監査事務 局 
治法第２５２条の３６第１項の規定により議決を求めるもの。  

締結の件  
・契約期間の始期 平成２８年４月１日  

・契 約 金 額 １, ４９５万８千円を上限とする額  

・契約の相手方 畑 守人9,資格 弁護士0x  


